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独立行政法人農業者年金基金中期計画

平成２０年３月３１日制定認可

独立行政法人農業者年金基金（以下「基金」という ）は、農業者の老齢について必要。

な年金等の給付の事業を行うことにより、国民年金の給付と相まって農業者の老後の生活

の安定及び福祉の向上を図るとともに、農業者の確保に資することを目的としている。

基金は、この目的を果たすため、その運営の効率性を高めるとともに、業務の質の向上

を図りつつ、国の歳出の削減や国民負担の軽減を図る観点から、

１ 我が国の農業を担う認定農業者等の意欲ある担い手に重点的に加入を勧めるなどメリ

ハリの効いた効率的・効果的な制度普及活動の実施

２ 適切な年金給付を行うため、農業者年金資格記録等の適切な管理

３ 基金が別に定める年金給付等準備金運用の基本方針に基づく安全かつ効率的な年金資

産の運用

等に取り組むものとする。

本中期計画においては、独立行政法人農業者年金基金の達成すべき業務運営に関する目

（ 、 。標 平成20年２月29日付け厚生労働省発年第0229001号 農林水産省指令19経営第6890号

以下「中期目標」という ）に則し、効率的・効果的に業務を実施し、以下に掲げる事項。

を確実に実施するものとする。

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務運営の効率化による経費の抑制等

(1) 一般管理費及び事業費の抑制

一般管理費（人件費を除く ）について、業務の効率化を進め、中期目標の期間。

中に、平成19年度比で15％抑制する。また、事業費（業務委託費）についても、中

期目標の期間中に、平成19年度比で13％以上抑制する。

このため、加入者等に対するサービスの水準の維持に配慮しつつ、コスト意識の

徹底、計画的な物資の調達等を行う。

(2) 人件費の計画的削減

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成18年法

律第47号）に基づき、平成18年度以降５年間において、人件費（退職手当及び福利

厚生費（法定福利費及び法定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与

改定部分を除く。以下同じ ）について５％以上の削減を行う。。

さらに 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006 （平成18年７月７日閣、 」

議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成23年度まで継続する。

(3) 給与水準の適正化

職員の給与水準の適正化を図るため、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職

員給与の見直しを引き続き進めることに加え、毎年度の給与改定において、国家公

、 、務員より節約した率による給与改定 管理職手当の支給割合の引下げ等に取り組み
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（ ）平成18年度の対国家公務員地域別指数 地域別法人基準年齢階層ラスパイレス指数

110.0について、中期目標の期間の終了時までに10ポイント低下させる。

また、給与水準の適正性について検証し、その検証結果や取組状況についてホー

ムページで公表する。

(4) 随意契約の見直し

契約については、原則として一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をい

い、競争性のない随意契約は含まない。以下同じ ）によるものとし、以下の取組。

により随意契約の適正化を推進するものとする。

① 基金が策定する「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施するととも

に、その取組状況をホームページで公表し、フォローアップを実施する。

② 一般競争入札等により契約を行う場合であっても、特に企画競争や公募を行う

場合には、競争性、透明性が十分確保される方法により実施する。

③ 平成20年２月に設置した契約審査委員会において、契約の適切性を審査する。

また、監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施につい

てチェックを受けるものとする。

２ 業務運営の効率化

(1) 申出書等の見直し

適正かつ効率的・効果的な審査を確保しつつ、関係者の負担を軽減するため、申

出書等の簡素化等必要に応じて見直しを行う。

(2) 電子情報提供システムの利用促進等

加入者、受給者等へのサービスの向上と業務受託機関における業務の効率的な実

施のため、業務受託機関の事務処理の電子化への対応状況、情報の安全性の確保等

に留意しつつ、業務受託機関において、被保険者情報や申出書等の処理状況の把握

等ができる電子情報提供システムの利用の促進（アクセス件数の増加 、内容の充）

実により事務処理の迅速化・効率化を図る。

(3) 実務者用マニュアルの見直し

申出書等の点検・確認等の委託業務が適正かつ効率的・効果的に行われるよう、

業務受託機関（農業委員会及びＪＡ）向けの実務者用マニュアルについて必要に応

じて見直しを行う。

３ 組織運営の合理化

(1) 常勤職員の計画的削減

常勤職員数については、組織の見直し及び高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律（昭和46年法律第68号）第９条第１項第２号の継続雇用制度（以下単に「継続雇

用制度」という ）の活用等の業務の執行方法の見直し等に取り組み、中期目標期。

初の82人を、中期目標の期間の終了時までに75人とする。さらに、見直しに取り組

み、常勤職員数を極力縮減するよう努める。

(2) 組織の合理化

組織の見直しについては、業務受託機関の受託業務に支障が生じないよう十分に
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配慮しつつ、北海道連絡事務所については平成22年度末までに、九州連絡事務所に

ついては平成20年度末までに、それぞれ廃止する。

(3) コンプライアンスの推進

役職員の法令遵守、業務の適正な執行等の徹底を図るため、外部有識者を含むコ

、 。 、ンプライアンス委員会を平成20年度初頭に設置し 内部統制機能を強化する また

コンプライアンスの推進、違反行為の防止策等に関する事項の審議を四半期ごとに

行い、講じた措置について公表する。

(4) 能力・実績主義の活用

常勤役員の期末特別手当の額については、その者の職務実績を反映させる。

また、職員の昇給区分の決定（５段階）及び勤勉手当（賞与）の額については、

その者の勤務成績を反映させる。

４ 委託業務の効率的・効果的実施

(1) 委託業務が効率的・効果的に実施されるよう、業務受託機関からの事業実績報告

書等の提出を働きかけ確実に入手することにより、その実施状況を的確に把握し、

効果の検証を行う。また、市町村段階の業務委託費の定額割部分について、業務受

託機関ごとの業務量を反映した配分となるよう見直すこと等により、業務委託費に

ついて、業務実態等を踏まえた適正な額とし、その計画的な削減に取り組む。

なお、委託業務の効率的実施の観点から、基金の行う特別相談活動事業は、平成

19年度をもって廃止する。

(2) 制度普及活動に関しては、経済性・有効性を高める観点から、効果の高い活動事

例を活用した制度普及活動の推進、認定農業者や家族経営協定締結者などに重点的

に加入を勧めることを明確化した加入推進取組方針（戦略プラン）を策定するなど

により重点化し、メリハリの効いた業務委託費の配分等効率的・効果的な制度普及

活動に取り組む。

また、加入推進にインセンティブを与える配分となるよう見直す。

５ 業務運営能力の向上等

(1) 農業者年金基金職員

農業者年金基金職員のうち新任職員については、年金業務全般についての知識の

修得を図るため、初任者研修を毎年度４月及び10月の２回実施する。

、 、また 年金資産の運用等の専門的知識を必要とする業務に携わる職員については

当該業務に係る分野に特化した専門研修を実施する。その際、必要に応じて民間等

の機関が主催する研修を活用する。

(2) 業務受託機関担当者

業務受託機関担当者については、効率的・効果的な業務の遂行及び加入者、受給

者等に対するサービスの向上に資するため、次のとおり研修等を実施する。

① 都道府県段階における受託機関（農業会議及びＪＡ中央会）の実務担当者及び

新任担当者を対象とする研修等を毎年度当初に実施する。

② 市町村段階における受託機関（農業委員会及びＪＡ）の実務担当者及び新任担
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、 、 、当者に対する研修等については 都道府県受託機関が ①の研修等を終了した後

速やかに、すべての市町村段階における受託機関を対象として実施するよう指導

するとともに、必要に応じて、基金から役職員等の派遣を行う。

６ 評価・点検の実施

(1) 加入者の代表等の意見の反映

業務・マネジメントについて意見を聴くため、運営評議会（加入者の代表、年金

に知見を有する学識経験者等により構成される組織をいう ）を毎年度の上半期及。

び下半期にそれぞれ１回以上開催し、業務運営に適切に反映させる。

(2) 業務受託機関の事務処理の適正化等

委託業務が適正かつ効率的・効果的に行われるよう、業務受託機関における事務

処理についての考査指導について

① 資格要件の確認・管理の執行状況、

② 経営移譲年金及び特例付加年金の受給要件の確認・管理の執行状況、

③ 加入推進活動状況、

④ 実績報告書の作成状況

等を重点に、中期目標の期間中に全都道府県で２回以上実施することを基本に、毎

年度22以上の都道府県において計画的に実施する。

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

１ 農業者年金事業

(1) 被保険者資格の適正な管理

適切な年金給付を行うため、農業者年金被保険者資格記録を国民年金の被保険者

記録と整合させ、必要な申出書等の提出を遅滞なく行うよう働きかける。

(2) 年金裁定請求の勧奨

年金の受給漏れ防止のため、農業者年金の受給権が発生する者等に対し、文書に

よる裁定請求の勧奨等を行い、必要な裁定請求書の提出を遅滞なく行うよう働きか

ける。

(3) 申出書等の迅速な処理

提出された申出書等については、迅速に処理を行い、その97％以上を標準処理期

間内に処理することとし、その結果について、毎年度２回公表する。

（参考：標準処理期間）

・加入申出書 60日以内

・カラ期間該当申出書 60日以内

・被保険者証再交付申請書 60日以内

・保険料額変更申出書 60日以内

・年金・一時金裁定請求書 90日以内
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２ 年金資産の安全かつ効率的な運用

(1) 年金資産の管理・運用については、法令の規定により定める年金給付等準備金運

用の基本方針に基づき安全かつ効率的に行う。

(2) 資金運用委員会（役職員及び年金資金運用管理全般に精通した外部専門家により

構成される組織をいう。以下同じ ）を毎年度四半期ごとに開催し、運用状況及び。

運用結果の評価・分析等を行う。

(3) 年金資産の構成割合については、毎年度、資金運用委員会において検証を行うと

ともに、必要に応じて見直しを行う。

(4) 年金資産の構成割合、運用成績等については、四半期ごとにホームページで情報

を公開するとともに、加入者に対して、毎年６月末日までにその前年度末現在で評

価した個々の加入者に係る運用結果を通知する。

３ 制度の普及推進及び情報提供の充実

(1) 可能な限り多くの農業者の方々に、政策支援を始めとした農業者年金制度の仕組

み・特質について理解を得るため、農業関係の新聞等メディアの活用によるＰＲを

通じて制度の周知を図る。

(2) これまでの加入実績等を踏まえ、普及活動の経済性・有効性を高める観点から、

効果の高い活動事例を活用した制度普及の推進、認定農業者等に重点的に加入を勧

めること等を明確化した加入推進取組方針（戦略プラン）を策定するなどにより重

点化し、メリハリの効いた効率的・効果的な普及推進活動を実施する。

、 。(3) 平成21年度までの各年度については 既に定めている加入目標の達成に取り組む

また、平成22年度以降については、それまでの加入実績等を踏まえ新たに計画を

策定し、引き続き、加入推進に取り組む。

(4) 現場のニーズを踏まえた利用者の立場に立った資料を作成し、ホームページ等を

通じ随時公表する。

、 、(5) 情報の発信源としてのホームページについて 多様な利用者により分かりやすく

かつ使いやすい内容とするため、コンテンツの見直しを行う。

また、利用者に対し「ホームページの内容に関するアンケート」を実施し、必要

に応じ、そのニーズを取り入れ、リニューアルを実施する。

第３ 財務内容の改善に関する事項

旧制度に基づく融資事業及び農地の割賦売渡による貸付金債権については、業務受託

機関との密接な連携、現地調査等により債務者に関する情報を把握し、すべての貸付金

債権について、毎年度、債権分類の見直しを行う等により、適切な管理・回収を行う。

また、毎年度、農地等担保物件の評価の見直しを行う。

第４ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

別紙
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第５ 短期借入金の限度額

１ ２億円

（想定される理由）

運営費交付金の受入れの遅延。

２ 2,704億円（平成20年度）

875億円／年（平成21年度から平成24年度まで）

（想定される理由）

独立行政法人農業者年金基金法（平成14年法律第127号）附則第17条第２項の

規定に基づく長期借入金の一時的な調達困難。

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

千葉県柏市に所有する職員宿舎等については平成21年度末までに売却する。

土地：千葉県柏市根戸字高野台471番69（面積：667.64㎡）

建物：宿舎（物置を含む ）。

昭和50年築

鉄筋コンクリート造 陸屋根３階建 延べ床面積688.8㎡

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。

(1) 方針

農業者年金事業や資金運用に関する研修等により専門的知識を有する人材の育成

を図るとともに、適正な人員配置を行う。

また、中期目標の期間の終了時までの人件費の削減計画を達成するため、継続雇

用制度の活用等による業務の執行方法の見直し等に取り組む。

(2) 人員に係る指標

期末の常勤職員数を期初の91.5％とする。さらに、見直しに取り組み、極力縮減

するよう努める。

（参考１）

期初の常勤職員数 82人

期末の常勤職員数の見込み 75人

（参考２）

中期目標期間中の人件費総額見込み 3,603百万円

２ 積立金の処分に関する事項

前期中期目標期間繰越積立金のうち、前期中期目標期間から繰り越した現預金及び

前期中期目標期間から繰り越した貸付金等債権が当期に償還されたことによる現預金
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を次の経費に充当する。

(1) 旧年金給付費

(2) 旧年金給付のための借入金にかかる経費（利子及び事務費を含む ）。


